
資 料

- 295 -



- 296 -



令和元年６月定例県議会日程

２０日間

月 日 曜 区 分 議 事 備 考

議会運営委員会 9:30開会
会議録署名議員指名
議会運営委員長審査結果報告

６． ７ 金 本会議 会期決定
議案上程
知事提案理由説明

８ 土
（ 閉 庁 日 ）

９ 日
休 会

一般質問通告締切 12:00１０ 月
（ 議 案 調 査 ）

１１ 火

１２ 水 議会運営委員会 9:30

一 般 質 問１３ 木 本会議

請願締切 16:00１４ 金

１５ 土
休 会 （ 閉 庁 日 ）

１６ 日

議員発議案締切 17:00
１７ 月 一 般 質 問 （会派提出）

本会議
議会運営委員会 9:30一 般 質 問

質疑、討論・採決（人事案件）､１８ 火
議 案 ・ 請 願 委 員 会 付 託

１９ 水

常 任 委 員 会
２０ 木

議員発議案締切 17:00
２１ 金 （会派提出を除く）

休 会
２２ 土

（ 閉 庁 日 ）
２３ 日

２４ 月 特 別 委 員 会 議会運営委員会

２５ 火 （ 議 事 整 理 ）

議会運営委員会 9:30常任委員長審査結果報告
質疑、討論、採決２６ 水 本会議
閉会
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２１５－１１００
令和元年６月７日

宮崎県議会議長 丸山 裕次郎 殿

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

議 案 の 送 付 に つ い て

令和元年６月定例県議会に付議する議案を下記のとおり送付します。

記

議案第 1号 令和元年度宮崎県一般会計補正予算（第１号）
議案第 2号 宮崎県税条例の一部を改正する条例
議案第 3号 県税の課税免除等の特例に関する条例の一部を改正する条例
議案第 4号 合衆国軍隊の構成員等の所有する自動車に対する自動車税の徴収の特例に

関する条例の一部を改正する条例
議案第 5号 使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条例
議案第 6号 警察関係使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条例
議案第 7号 宮崎県立病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例
議案第 8号 宮崎県人口減少対策基金条例
議案第 9号 宮崎県森林環境譲与税基金条例
議案第10号 宮崎県における事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例
議案第11号 建築基準法施行条例の一部を改正する条例
議案第12号 宮崎県総合計画の変更について
議案第13号 宮崎県中山間地域振興計画の変更について
議案第14号 宮崎県観光振興計画の変更について
議案第15号 第二次宮崎県教育振興基本計画の変更について
議案第16号 宮崎県再生可能エネルギー等導入推進計画の策定及び宮崎県新エネルギー

ビジョンの廃止について
議案第17号 みやざきグローバルプランの策定及びみやざき国際化推進プランの廃止に

ついて
議案第18号 みやざき産業振興戦略の策定について
議案第19号 みやざき行財政改革プランの変更について
議案第20号 公安委員会委員の任命の同意について
議案第21号 人事委員会委員の選任の同意について
報告第１号 専決処分の承認を求めることについて

（ ）文書取扱 財政課
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令和元年６月定例県議会

一 般 質 問 時 間 割

６月１２日（水）

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考

１ 日 本 共 産 党 １０：００～１１：００前屋敷恵美

２ 自 由 民 主 党 １１：００～１２：００ 休憩内田 理佐

３ 県 民 連 合 宮 崎 １３：００～１４：００満行 潤一

４ 自 由 民 主 党 １４：００～１５：００坂口 博美

６月１３日（木）

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考

５ 自 由 民 主 党 １０：００～１１：００脇谷のりこ

６ 自 由 民 主 党 １１：００～１２：００ 休憩野﨑 幸士

７ 自 由 民 主 党 １３：００～１４：００山下 寿

８ 自 由 民 主 党 １４：００～１５：００西村 賢

６月１４日（金）

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考

９ 公 明 党 １０：００～１１：００重松幸次郎

１０ 郷 中 の 会 １１：００～１２：００ 休憩有岡 浩一

１１ 自 由 民 主 党 １３：００～１４：００武田 浩一

１２ 県 民 の 声 １４：００～１５：００井上紀代子
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６月１７日（月）

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考

１３ 自 由 民 主 党 １０：００～１１：００濵砂 守

１４ 自 由 民 主 党 １１：００～１２：００ 休憩日髙 陽一

１５ 県 民 連 合 宮 崎 １３：００～１４：００岩切 達哉

１６ 県 民 連 合 宮 崎 １４：００～１５：００田口 雄二

６月１８日（火）

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考

１７ 公 明 党 １０：００～１１：００坂本 康郎

１８ 自 由 民 主 党 １１：００～１２：００ 休憩横田 照夫

１９ 県 民 連 合 宮 崎 １３：００～１４：００髙橋 透

＊ １人当たりの質問時間 ３０分以内（質問取扱要領）
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令和元年６月定例県議会

［議　案］

総務
政策

厚生
商工
建設

環境
農林
水産

文教
警察
企業

第１号 令和元年度宮崎県一般会計補正予算（第１号） 可決 可決 可決 可決 可決

第２号 宮崎県税条例の一部を改正する条例 可決

第３号
県税の課税免除等の特例に関する条例の一部を改正す
る条例

可決

第４号
合衆国軍隊の構成員等の所有する自動車に対する自動
車税の徴収の特例に関する条例の一部を改正する条例

可決

第５号 使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条例 可決 可決 可決

第６号
警察関係使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する
条例

可決

第７号
宮崎県立病院事業の設置等に関する条例の一部を改正
する条例

可決

第８号 宮崎県人口減少対策基金条例 可決

第９号 宮崎県森林環境譲与税基金条例 可決

第１０号
宮崎県における事務処理の特例に関する条例の一部を
改正する条例

可決

第１１号 建築基準法施行条例の一部を改正する条例 可決

第１２号 宮崎県総合計画の変更について 可決

第１３号 宮崎県中山間地域振興計画の変更について 可決

第１４号 宮崎県観光振興計画の変更について 可決

第１５号 第二次宮崎県教育振興基本計画の変更について 可決

第１６号
宮崎県再生可能エネルギー等導入推進計画の策定及び
宮崎県新エネルギービジョンの廃止について

可決

第１７号
みやざきグローバルプランの策定及びみやざき国際化推
進プランの廃止について

可決

第１８号 みやざき産業振興戦略の策定について 可決

第１９号 みやざき行財政改革プランの変更について 可決

報告第１号
専決処分の承認を求めることについて
　＊　宮崎県税条例の一部を改正する条例

承認

　※　議案第２０号、第２１号（人事案件）は、採決済み。

議案　委員会審査結果表

番　号 件　名

常 任 委 員 会
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閉 会 中 の 継 続 審 査 ・ 調 査 申 出 一 覧

令和元年６月定例県議会

委 員 会 名 事 件 理 由

調査を要す

るため
総務政策常任委員会 総合政策及び行財政対策に関する調査

調査を要す

るため
厚 生 常 任 委 員 会 福祉保健行政の推進及び県立病院事業に関する調査

調査を要す

るため
商工建設常任委員会 商工観光振興対策及び土木行政の推進に関する調査

調査を要す環 境 農 林 水 産
環境対策及び農林水産業振興対策に関する調査

るため常 任 委 員 会

教育及び警察行政の推進並びに公営企業の経営に 調査を要す文 教 警 察 企 業

関する調査 るため常 任 委 員 会

円滑な議会
次期県議会の会期日程に関する審査及び議会運営に

運営を図る議 会 運 営 委 員 会
関する調査

ため
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議 案 議 決 件 名 一 覧 表
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議 案 番 号 件 名 議 決 月 日

知事提出議案第１号 令和元年度宮崎県一般会計補正予算（第１号） ６月26日・ 可 決

〃 第２号 宮崎県税条例の一部を改正する条例 〃

〃 第３号 県税の課税免除等の特例に関する条例の一部を改正 〃

する条例

〃 第４号 合衆国軍隊の構成員等の所有する自動車に対する自 〃

動車税の徴収の特例に関する条例の一部を改正する

条例

〃 第５号 使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条例 〃

〃 第６号 警察関係使用料及び手数料徴収条例の一部を改正す 〃

る条例

〃 第７号 宮崎県立病院事業の設置等に関する条例の一部を改 〃

正する条例

〃 第８号 宮崎県人口減少対策基金条例 〃

〃 第９号 宮崎県森林環境譲与税基金条例 〃

〃 第10号 宮崎県における事務処理の特例に関する条例の一部 〃

を改正する条例

〃 第11号 建築基準法施行条例の一部を改正する条例 〃

〃 第12号 宮崎県総合計画の変更について 〃

〃 第13号 宮崎県中山間地域振興計画の変更について 〃

〃 第14号 宮崎県観光振興計画の変更について 〃

〃 第15号 第二次宮崎県教育振興基本計画の変更について 〃

〃 第16号 宮崎県再生可能エネルギー等導入推進計画の策定及 〃

び宮崎県新エネルギービジョンの廃止について

〃 第17号 みやざきグローバルプランの策定及びみやざき国際 〃

化推進プランの廃止について

〃 第18号 みやざき産業振興戦略の策定について 〃

〃 第19号 みやざき行財政改革プランの変更について 〃

〃 第20号 公安委員会委員の任命の同意について ６月18日・ 同 意

〃 第21号 人事委員会委員の選任の同意について 〃

報 告 第１号 専決処分の承認を求めることについて ６月26日・ 承 認
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議 案 番 号 件 名 議 決 月 日

議員発議案 第１号 国土強靱化対策の推進を求める意見書 ６月26日・ 可 決

〃 第２号 過疎地域自立促進特別措置法の失効に伴う新たな法 〃

律の制定を求める意見書

〃 第３号 日米貿易交渉を含む経済連携協定等に対する意見書 〃

〃 第４号 地方財政の充実・強化を求める意見書 〃

〃 第５号 教職員定数改善と義務教育費国庫負担制度の拡充を 〃

求める意見書
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議 員 発 議 案 等
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議員発議案第１号
国土強靱化対策の推進を求める意見書

近年の豪雨、高潮、暴風・波浪、地震、豪雪など、気候変動の影響等による
気象の急激な変化や自然災害の頻発化・激甚化に我が国はさらされている。こ
のような自然災害に事前から備え、国民の生命・財産を守る防災・減災、国土
強靱化は、一層重要性が増しており、喫緊の課題となっている。
こうした状況を受け、国においては、国民経済や生活を支え、国民の生命を

守る重要インフラ等の機能維持のための対策に、令和２年度までに集中的に取
り組むこととしている。
本県においても、激甚化・頻発化する豪雨災害や霧島連山の噴火、切迫する

、南海トラフ地震などによる大規模自然災害から県民の生命を最大限に守るため
高速道路のミッシングリンクの解消や４車線化等による道路ネットワークの機
能強化をはじめ、河川・海岸堤防や港湾施設などの社会資本の整備を早急に進
めていく必要がある。
よって、国会及び政府においては、これらの状況を踏まえ、あらゆる災害の

未然防止と発生後の迅速な対応に向け、地方創生の取組とも連携した国土強靱
化対策のより一層の推進が図られるよう、下記事項に特段の措置を講じること
を強く要望する。

記

１ 「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」を推進するため、国
や県が行う対策に必要な予算の総額確保を図ること。

２ ３か年緊急対策後も、継続して国土強靱化対策を推進すること。また、災
害復旧・災害関連予算の確保や補助対象の拡大を図るとともに、国土強靱化
のための財源を安定的に確保するための措置を講ずること。

３ 長寿命化計画に基づく戦略的な現有ストックの修繕や更新等の老朽化対策
が確実に進められるよう、新たな財源を創設するとともに、長期安定的に必
要な予算を確保すること。

４ 災害発生時の迅速かつ円滑な復旧等のため、国の地方支分部局、とりわけ
。地方整備局及び河川国道事務所・出張所の人員体制の維持・充実を図ること

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

令和元年６月２６日

宮 崎 県 議 会

衆 議 院 議 長 大 島 理 森 殿
参 議 院 議 長 伊 達 忠 一 殿
内 閣 総 理 大 臣 安 倍 晋 三 殿
財 務 大 臣 麻 生 太 郎 殿
総 務 大 臣 石 田 真 敏 殿
国 土 交 通 大 臣 石 井 啓 一 殿
内 閣 官 房 長 官 菅 義 偉 殿
国 土 強 靱 化 担 当 大 臣

山 本 順 三 殿
内閣府特命担当大臣(防災)
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議員発議案第２号

過疎地域自立促進特別措置法の失効に伴う新たな法律の制定を求める意見書

過疎対策については、昭和４５年「過疎地域対策緊急措置法」制定以来、４

次にわたる特別措置法の制定により、総合的な過疎対策事業が実施され、過疎

地域における生活環境整備や産業振興等、一定の成果を上げてきた。

しかしながら、若者流出による人口減少や急速な高齢化の進行、森林管理の

放置による荒廃や度重なる豪雨・地震等による自然災害、担い手不足や耕作放

棄地の増加による基幹産業である農林水産業の停滞、公共交通の縮小や医師不

足など、依然として多くの集落が極めて深刻な状況に直面している。

過疎地域は、国土の大半を占め、四季折々の美しく豊かな自然や悠久の歴史

・文化を有する日本国民の心の故郷であり、都市生活者に対し水・食料・エネ

ルギーの供給、国土・自然環境の保全、災害の防止、森林による地球温暖化防

止など、多面的公益的機能を担っており、それらは過疎地域の住民によって支

えられてきたものである。

現行の「過疎地域自立促進特別措置法」は令和３年３月末をもって失効する

、 、が 過疎地域が果たしている多面的公益的機能を今後も維持していくためには

引き続き、過疎地域に対し総合的かつ積極的な支援を行い、住民の暮らしを支

えていく政策を確立・推進することが重要である。

よって、国においては、地方の実態に即した地域の指定を含め、失効する同

法にかわる新たな法律を制定し、過疎地域に対する総合的対策の充実強化を行

うよう強く要望する。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

令和元年６月２６日

宮 崎 県 議 会

衆 議 院 議 長 大 島 理 森 殿

参 議 院 議 長 伊 達 忠 一 殿

内 閣 総 理 大 臣 安 倍 晋 三 殿

財 務 大 臣 麻 生 太 郎 殿

総 務 大 臣 石 田 真 敏 殿

農 林 水 産 大 臣 川 貴 盛 殿

国 土 交 通 大 臣 石 井 啓 一 殿
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議員発議案第３号
日米貿易交渉を含む経済連携協定等に対する意見書

農林水産業を取り巻く環境は、担い手の減少や高齢化の進行により生産力の
低下が懸念されることに加え、昨年１２月のＴＰＰ１１協定に続き、本年２月
には日ＥＵ・ＥＰＡが発効するなど、国際競争はますます激化しており、本県
の、多くの担い手が将来の経営に不安を抱いている。
そのような中、日米の政府間において、昨年９月の日米共同声明に基づき貿

易交渉が進められており、今まさに重要な局面を迎えているところである。
これらの経済連携協定は、自由で公正な経済圏を創造するものと期待されて

いる一方で、地方の基幹産業である農林水産業をはじめとする幅広い関連産業
等への大きな影響が懸念されるところであり、本県農林水産業者からも強い不
安の声が上がっている。
よって、国会及び政府においては、日米貿易交渉を含む経済連携協定等が地

域経済社会に与える影響や現場の声を十分に踏まえ、下記事項に特段の措置を
講じることを強く要望する。

記

１ 国内農林水産業及び関連産業並びに地域経済に及ぼす影響が甚大であるこ
とを十分踏まえ 「農林水産品について、過去の経済連携協定で約束した市場、
アクセスの譲許内容が最大限であること」とする、昨年９月の日米共同声明
の内容を前提として、厳しい姿勢をもって対応すること。

２ 国民の不安が払拭されるよう、日米貿易交渉の状況や協定による地域経済
全体への影響について、早急に十分な情報提供と丁寧な説明を行うこと。

３ ＴＰＰ１１や日ＥＵ・ＥＰＡなどの発効に伴う農林水産業等への影響を継
続的に検証し 「総合的なＴＰＰ等関連政策大綱」に基づき、恒久的かつ万全、
な対策を講じること。

４ 農業の競争力強化に向けた基盤づくりや防災・減災対策を行い、農業の成
長産業化や多面的機能の発揮を図るため、農業農村整備事業関連予算につい
て、計画的な事業執行ができる予算を十分に確保すること。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

令和元年６月２６日

宮 崎 県 議 会

衆 議 院 議 長 大 島 理 森 殿
参 議 院 議 長 伊 達 忠 一 殿
内 閣 総 理 大 臣 安 倍 晋 三 殿
財 務 大 臣 麻 生 太 郎 殿
外 務 大 臣 河 野 太 郎 殿
農 林 水 産 大 臣 川 貴 盛 殿
経 済 産 業 大 臣 世 耕 弘 成 殿
内 閣 官 房 長 官 菅 義 偉 殿
内 閣 府 特 命 担 当 大 臣

茂 木 敏 充 殿
( 経 済 財 政 政 策 )
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議員発議案第４号
地方財政の充実・強化を求める意見書

地方自治体は、子育て支援、医療・介護などの社会保障への対応、地域交通の維
、 、 、 、持など 果たす役割が拡大する中で 人口減少対策や 防災・減災事業の実施など

新たな政策課題に直面している。
これらに対応する人材確保を進めるとともに、これに見合う地方財政の確立は急

務であるが、社会保障費の圧縮と地方財政に対する歳出削減に向けた議論が加速し
ており、特に 「トップランナー方式」の導入は、民間委託を前提とした地方交付、
税算定を容認するものであり、地方財政全体の安易な縮小につながることが危惧さ
れるものとなっている 「インセンティブ改革」とあわせ、地方交付税制度を利用。
した国の政策誘導であり、客観・中立であるべき地方交付税制度の根幹を揺るがし
かねないものである。
本来、必要な公共サービスを提供するため、財源面を担保するのが地方財政計画

の役割であり、財政再建目標を達成するためだけに歳出削減が行われ、結果として
不可欠なサービスが削減されれば、本末転倒であり、国民生活と地域経済に疲弊を
もたらすと考えられる。
よって、２０２０年度の政府予算と地方財政の検討にあたっては、歳入・歳出を

的確に見積もり、社会保障予算の充実、地方財政の確立をめざすため、下記の事項
の実現を求める。

記

１ 社会保障、災害対策、環境対策、地域交通対策、人口減少対策など、増大する
地方自治体の財政需要を的確に把握し、これに見合う地方一般財源総額の確保を
図ること。

２ 急増する社会保障ニーズへの対応と人材を確保するための社会保障予算の確保
及び地方財政措置を的確に行うこと。

３ 地方交付税における「トップランナー方式」は、地域による違いを無視して経
費を算定するものであり、廃止・縮小を含めた検討を行うこと。

４ 公共施設の耐震化や緊急防災・減災事業の対象事業の拡充と十分な期間の確保
を行うこと。

５ 地域間の財源偏在性の是正のため、抜本的な解決策の協議を進めること。
６ 地方交付税の財源保障機能・財政調整機能の強化を図り、市町村合併の算定特
例の終了を踏まえた新たな財政需要の把握、小規模自治体に配慮した段階補正の
強化などの対策を講じること。

７ 地方交付税原資については、臨時財政対策債に過度に依存しないものとし、対
象国税４税（所得税・法人税・酒税・消費税）に対する法定率の引き上げを行う
こと。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

令和元年６月２６日

宮 崎 県 議 会

衆 議 院 議 長 大 島 理 森 殿
参 議 院 議 長 伊 達 忠 一 殿

安 倍 晋 三 殿内 閣 総 理 大 臣
財 務 大 臣 麻 生 太 郎 殿
総 務 大 臣 石 田 真 敏 殿
内 閣 官 房 長 官 菅 義 偉 殿
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議員発議案第５号

教職員定数改善と義務教育費国庫負担制度の拡充を求める意見書

学校現場における課題が複雑化・困難化する中で、子ども達の豊かな学びを実現

するために、教材研究や授業準備の時間を十分確保することが不可欠であるが、日

本は、OECD諸国に比べて、１学級あたりの児童生徒数も、教員１人当たりの児童生

徒数も多い状況にある。

また、障がいのある子どもたちに対する合理的配慮への対応、日本語指導などを

必要とする子どもたちへの支援、いじめ・不登校の課題、小学校においては新学習

指導要領に移行するため外国語教育実施に必要な授業時間数の調整など、授業時数

や指導内容も増加しており、こうした課題や問題の解決に向けて、少人数教育の推

進を含む計画的な教職員定数の改善が必要である。

いくつかの自治体においては、厳しい財政状況の中、独自財源による定数措置が

行われているが、子どもたちが全国どこに住んでいても、一定水準の教育を受けら

れることが当然でなければならない。

自治体が見通しを持って安定的に教職員を配置し、一人ひとりの子どもたちへの

きめ細やかな対応や、学びの質を高める教育環境を実現するため、また、教育の機

会均等と水準の維持向上を図るため、下記事項のとおり対応されるよう強く要望す

る。

記

１ 計画的な教職員定数改善が推進できるよう国全体として取り組むこと。

２ 義務教育費国庫負担制度は、義務教育には必要不可欠なものであることから、

この制度の堅持はもとより、義務教育費国庫負担の拡充を実現すること。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

令和元年６月２６日

宮 崎 県 議 会

衆 議 院 議 長 大 島 理 森 殿

参 議 院 議 長 伊 達 忠 一 殿

安 倍 晋 三 殿内 閣 総 理 大 臣

財 務 大 臣 麻 生 太 郎 殿

文 部 科 学 大 臣 柴 山 昌 彦 殿

内 閣 官 房 長 官 菅 義 偉 殿
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議 員 派 遣

令和元年６月２６日

次のとおり、議員を派遣する。

１ 全国都道府県議会議長会新任議員研修会

（１）目 的 新任議員が地方議会の基礎的な制度と運営について学ぶとと

もに、地方行財政を取り巻く諸課題など議員の職務遂行に必要

な共通知識を深める。

（２）派遣場所 東京都

（３）期 間 令和元年８月２１日（水）

（４）派遣議員 山下 寿

窪薗 辰也

脇谷のりこ

佐藤 雅洋

安田 厚生

内田 理佐

坂本 康郎

日髙 利夫 以上８名
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議 事 経 過
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月 日 曜 区 分 議 事 内 容

開 会

会議録署名議員指名（安田厚生議員、河野哲也議員）

６月７日 金 本 会 議
議会運営委員長審査結果報告

会期決定

議案第１号～第21号、報告第１号上程

知事提案理由説明

６月８日 土
（閉庁日）

６月９日 日
休 会

６月10日 月
（議案調査）

６月11日 火

６月12日 水
一般質問（前屋敷恵美議員、内田理佐議員、満行潤一議員、

坂口博美議員）

６月13日 木 本 会 議
一般質問（脇谷のりこ議員、野﨑幸士議員、山下 寿議員、

西村 賢議員）

６月14日 金
一般質問（重松幸次郎議員、有岡浩一議員、武田浩一議員、

井上紀代子議員）

６月15日 土
休 会 （閉庁日）

６月16日 日

６月17日 月
一般質問（濵砂 守議員、日髙陽一議員、岩切達哉議員、

田口雄二議員）

本 会 議 一般質問（坂本康郎議員、横田照夫議員、髙橋 透議員）

６月18日 火 採決（議案第20号、第21号）（同意）

議案委員会付託

６月19日 水

６月20日 木 常任委員会

６月21日 金

６月22日 土 休 会
（閉庁日）

６月23日 日

６月24日 月 特別委員会

６月25日 火 （議事整理）
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月 日 曜 区 分 議 事 内 容

常任委員長審査結果報告

討論（議案第２号、第４号～第７号、第12号、第19号、報告

第１号に反対)（来住一人議員）

採決（議案第２号、第４号～第７号、第12号、第19号、報告

第１号）（可決または承認）

採決（議案第１号、第３号、第８号～第11号、第13号～第18

号）（可決）

６月26日 水 本 会 議 採決（継続審査・調査案件)（委員長の申し出のとおり決定）

議員発議案送付の通知

議員発議案第１号～第５号追加上程

討論（議員発議案第１号、第３号に反対)（前屋敷恵美議員）

採決（議員発議案第１号、第３号）（可決）

採決（議員発議案第２号、第４号、第５号）（可決）

議員派遣の件

閉 会
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署 名

宮 崎 県 議 会 議 長 丸 山 裕次郎

宮 崎 県 議 会 副 議 長 山 下 博 三

宮 崎 県 議 会 議 員 安 田 厚 生

宮 崎 県 議 会 議 員 河 野 哲 也


